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1.序

会計基準の世界標準化 という潮流の もとに公表 された 「退職給付 に係る会

計基準」(以 下,「 退職給付会計基準」 と略記する)の 適用 により,こ れ まで

「隠れ年金債務」 と呼ばれていたオフバ ランス項Fiが 顕在化する とともに,

わが国において問題視 されていた退職給付会計 に関 して,制 度的対応 ・枠組
ユ　

みの転換が図られたといえる。 「退職給付会計基準」適用初年度の2001年3

月期決算では,企 業は多額の会計基準変更時差異の償却 を行 った結果,少 な
2

からぬ影響 を受 けた。 それ を基準適用後の第1波 と位置付けるとするな ら

ば,近 年 にわたって継続 している株式市場の低迷 による影響は,そ の第2波

に相当する ものである。

確定給付型の年金制度 を設定 している企業経営者は,割 引率の選択 ・変更

お よび年金資産の期待運用収益率の選択 ・変更 について,そ れぞれ長期国債

の利回 り,株 式市況の動向等か ら勘案 し合理的判断に基づいて決定 し得る も
3ノ

のである。 ただ し,年 金資産の市場価格 の変動ならびに予定退職率,予 定

死亡率,予 定昇給率など退職給付債務 の算定 に必要となる保険数理計算上の

基礎率に関 しては統制が不可能なため,未 積立退職給付債務,年 金費用の変

動性(volatility)を 予測で きないリスクにさらされている。
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年金費用 の構成要素の1つ である年金資産の運用収益 をプラスと仮定 した

場合,そ れは年金費用の減少要因として作用す ることか ら,年 金資産の運用

収益 に関 しての変動 は年金費用の金額 に直接影響 を及ぼ し得 るものである。

退職給付会計に付随する不確実性は必然的に将来の修正計算 を伴 うことも予

想 されるが,果 た してその修正計算の必要性 と適切性 をいかに判断すべ きで

あろうか。

こうした保険数理計算上,不 可避的に発生する実績 と予測 との乖離 につい

て,AICPAの 公式見解 として本格的に検討 され始めたのは,Hicks(1965)
4)

によるARS(会 計研究叢書)8号 『年金制度の費用の会計』,APB意 見書8
らコ

号(1966年)以 降 か らで あ る。 本稿 で は まず,両 者 の見 解 と と もに,FASB
6;"r)

(1981)の 討議資料,FASB(1982)の 予備的見解 により,保 険数理計算構

造の史的展開に焦点を当てて検討する。次 に保険数理計算の修正計算 には,
8ラ9ノ 　

IAS19号,FAS87号 で採用 されてい るコリ ドア ・アプロ0チ(corridor

approach)と 「退職給付会計基準」で採用 されている重要性基準 とがある

が,2つ の修正計算 についての比較 を行い,年 金費用が大幅 に変動 し不安定

になる可能性をいか にして回避するかについての方法,つ まり,年 金費用 に

影響 を及ぼすことな く,保 険数理上の利得お よび損失が相殺 し合 う合理的な

機会を与える方法 について考察する。続いて,わ が国においてコリ ドア ・ア

プローチを採用 しなかった影響度 について,総 合建設会社 の2002年3月 期決

算 のデー タをもとに分析 し,「 退職給付会計基準」適用 による数理計算上の

差異の算出額について検討することにする。

2.保 険数理計算構造の確立

2-1保 険数理計算の展開

(1)ARS8号 およびAPB意 見書8号

年金費用 を発生主義 に基づいて算出する際に必然的に生 じるのが保険数理
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上の利得お よび損失(actuarialgainsandlosses)で ある。ARS8号 では保険

数理上の利得お よび損失 を認識する方法 としては,即 時基準(immediate

basis)と 分散基準(spreadbasis)と を取 り上げ,後 者の見解 を採用す るこ

とを結論づけてい る(PP.58-59)。 即時基準 に賛同する者の見解 としては,

保険数理上の利得および損失 は単に見積 にす ぎない面 もあるが,そ れらは利

用可能な最善の情報 に基づ くものであ り,保 険数埋の評価が行われた会計年

度に保険数理上の利得および損失は会計処理 されるべ きであるとする。

他方,分 散基準 に賛同する者の見解 としては,保 険数理上の利得および損

失を即時 に認識することは,認 識が行われた会計年度の利益 を大幅 に増加あ

るいは減少 させ る可能性があることを指摘 し,さ らに年金協約の長期 とい う

性質および内在する不確実性の観点か ら,保 険数理上の利得および損失を考

慮することが論理的であるとする。

ARS8号 の下 した結論 の背景 としては,次 の点が強調 されていることにあ

る と考 えられる。すなわち,第1に 保険数理の仮定の1つ あるいはそれ以上

の変更に関 しての適否が特定の年度 に明白になるという事実か ら,本 質的に

保険数理の修正を当該年度の純利益 と関連づけることを正当化することはで

きない とい うこと。第2に 過去の経験 と使用 される諸仮定の相違か ら生 じる

利得お よび損失 を,そ れらが発生する会計年度の経営者の経営活動 と論理的

に関連づ けることも不可能である とい うことである(P.59)。 したがって,

保険数理上の利得お よび損失 を即時に認識す ることが相応な場合(例 えば,

吸収合併)も あるが,原 則 として当該会計期間および将来にわたって,認 識

することが妥当であるとい う見解を示 している。

ARS8号 での議論 を踏 まえてAPB意 見書8号 では,ARS8号 で示 されてい

る2つ の認識方法の他 に平均法(averagingmethod)を 新たな方法 として取

り上げている(par.26)。APB意 見書8号 は保険数理上の利得お よび損失 を即
lOj

時 に認識することを特定の場合 を 除 き改めて否定する とともに,ARS8号

と同様 に当該会計期間お よび将来(10年 ない し20年)に わたって認識す るか,
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あるいは平均法 を採用 し毎期の純利得 ・損失の平均 を正常費用 に計上するか

いずれかの方法 を採 るべ きである としている(par.30)。 保険数理上の利得

および損失 を分散するか,あ るいは平均化するかは保険数理原価法の通常の

適用 により達成 されるものである。以上の方法 を適用する場合,現 従業員 と

退職従業員に支払 うことが予想 されるすべての給付額の現在価値 ならびに年

金資産 の現在価値 との差額 を当期お よび将来の期 間に配分することによっ

て,正 常費用を測定することになり,そ の結果,保 険数理上の利得お よび損

失は分散することになるといえる。

APB意 見書8号 が発表 される当時の年金会計 を取 り巻 く環境 は,年 金基金

による投資利得が実現 し,年 金基金の期待運用収益率が増大 していたため,
11)

企業 は年金費用の毎期引当額 を減額 している状況 にあった。 この ような利

得 による年金費用の変動性 を解消す ること,年 金費用の性格が長期 間にわた

るものであることを企業に認識 させることが上記の会計処理 につながったの

である。APB意 見書8号 はかかる会計処理を推奨することにより,年 金費用

の平準化への一歩 を踏み出 したことになる。

(2)FASB(1981)討 議資料

保険数理上の利得および損失 をどのように会計処理すべ きであるか という
ユ2j

問題 に対 し,FASBの 討議資料で はまず,す べての保険数理上の利得および

損失 は同一に会計処理 されるべ きであるか,あ るいはある種 の利得および損

失は異 なった会計処理 をすべ きではないか という問題提起 をしている。会計

目的の相違 により保険数理上の利得お よび損失の会計処理に以下のような違

いが生 じる可能性があると指摘する(par.297)。

A.利 得は損失 と異 なって処理 されてもよい。

B.過 去の経験の仮定からの偏差による影響 は,将 来の期間に適用 される

仮定の変更 とは異なって処理 されて もよい。

C.あ る種の仮定(例 えば,投 資 リターン)に 関係する利得および損失は

その他 とは,異 なって処理 されて もよい。
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種々の形態が考えられる保険数理上の利得お よび損失 を異なって処理する

ことは明らかにその影響を分けて評価することが必要である。 もっとも,ア

クチュアリーは必ず しも各々の保険数埋上の利得お よび損失の影響 を独立 し

て評価 していない こと,そ のような評価 にはコス トが伴 う可能性があること

を認識 しなければならないであろう。

ある種の利得お よび損失 についてはa異 なって処理 して も構わない とみる
13)

か否かに関連づけて検討課題 の1つ として,討 議資料ではAPB意 見書20号

「会計上の変更」 を取 り上げ議論 を進めている。保険数理上の利得および損

失が他の見積 の変更 と同様の ものであるならば,APB意 見書20号 は有用な先

例 を提供することになるからである。APB意 見書20号 は会計上の見積の変更

に関 して,次 のように結論づけている(par.31)。

① かかる変更が当該期間だけに影響を及ぼす場合には,変 更の期間に会

計処理 されるべ きである。

② かかる変更が当該期間お よび将来 にわたって影響 を及ぼす場合 には,

両期間に会計処理されるべ きである。

さて,APB意 見書20号 が保険数理上の利得お よび損失に関 しての先例 を提

供するのであれば,い かなる保険数理上の利得お よび損失が当期および将来

の期間に影響 を及ぼすのであろうか。これについては,上 記 に示 したBの 例

か ら推察す るならば,将 来の期 間に係 っている保険数理上の仮定の変更は,

当期お よび将来の期 間に影響 を及ぼす変更 とみなしている といえよう。1つ

の結論 として,討 議資料では,保 険数理上の利得および損失 は,当 期 にのみ

影響 を及ぼす変更があることを確認 しなが らも,ARS8号,APB意 見書8号

と同様 に保険数理上の利得および損失を特定の事象ごとに異なって会計処理

することについては積極的に肯定的な見解を述べているものではない。

(3)FASB(1982)予 備的見解

討議資料 に対 しては193通 の質問書が寄せ られ,1981年7月 に開催 された公
14i

聴会では37の 発表が行われた。FASBは これをもとに検討 した後,基 本的な
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年金会計 とその報告に関 しての予備的見解 を発表することを決定 した。予備

的見解 において,FASBは 確定給付年金制度 を採用 している事業主の貸借対

照表 に純年金負債(あ るいは資産)を 認識することを要求するというこれ ま

での年金会計実務か らの大幅な転換 を表明 したのである。 ここで,純 年金負

債(あ るいは資産)[NL]は,年 金給付債務[L],制 度資産[A],測 定評

価引当金(measurementvaluationallowance)[MVA]の3要 素の正味合計

額[L-A±MVA]と して算出され,測 定評価引当金 は将来事象の予測に固

有 な純年金負債(あ るいは資産)の 測定 に関 しての変動性を減少 させる役割

を担 っている。

FASBが 予備的見解で表明 したこの立場は,年 金会計 に対 して初めて明確

に資産負債観 の採用を反映させた ものであるといえる。予備的見解では保険

数理上の利得お よび損失 に関 しての議論 はその費用性の配分問題か ら接近す

るのではな く,年 金債務の測定問題の視点か ら測定評価引当金の計上により

保険数理上 に関 しての修正計算 を行 うことを試みている。測定評価引当金 に

関連するパ ラグラフを抜粋するならば}以 下の とお りである。

「測定評価引当金は年金給付債務の測定お よび年金投資資産の変動から生

じるものである。年金給付債務に影響 を及ぼす測定の変化は,経 験的利得お

よび損失 ならびに保険数理上の仮定 における変化の影響 によるものである。

年金投資資産 に影響 を及ぼす測定の変化は,公 正価値の変動が当該期間の投

資予定利率の中での暗黙 な増価 とは異 なっている限 り,(実 現,未 実現の両

方の利得お よび損失 を含む)公 正価値の純増価あるいは純減価である。測定

の変化は純年金負債,純 期間年金費用の測定 において(測 定評価引当金の償

却 によ り一パラグラフ16参 照)将 来的に認識 されることになる。」(par.14)

「測定評価引当金お よび無形資産(あ るいは繰延収益)両 者 の年度償却額

は,期 末時点における未償却残高 にある割合 を乗ずることにより毎期算出さ

れる。償却割合は100を 年金制度の現加 入者の平均残存勤務期 間により割 っ

た値 に等 しくなる。例 えば,平 均残存勤務期 間が20年 であるな らば,償 却割
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合は5%(100÷20=5)に なる。平均残存勤務期 間 とは年金給付債務 を見

積る際に利用 される保険数理上の仮定(中 途退職を含む)に 基づいて,現 加

入者か ら予想 される将来勤務年数の平均である。年度償却が重要でないほど

の金額に減少 している場合 には,平 均残存勤務期間よりもさらに短期間にわ

た って定額償 却 に変 更す るこ とに よ り残 高 を消却す る ことがで きる。」

(par.16}

2-2コ リ ドア ・ア プ ロ ーチ の 論 拠
ユの

FASBは1985年3月 に発表 した公 開草案 「事業主の年金会計」において,

未認識保険数理上の利得および損失の会計処理方法 として,コ リ ドア ・アプ
ユ　　

ローチ と呼 ばれ る新 た な方式 を案 出 してい る。 後 に この コ リ ドア ・アプ ロ

ーチはFAS87号 ,IAS19号 にお い て も採 用 され る こ とに な り,現 在,保 険数
17)

理上の利得お よび損失の 処理 に関 しての原則的な会計処理方法 となってい

る。ARS8号,APB意 見書8号 で紹介 された多様 な償却方法か ら予備 的見解

(par.16)に おいて考案 されている割合法(percentagemethod)を 経て,コ

リドア ・アプローチに辿 り着 くのである。ただ し,い ずれの方法 も保険数理

上の利得お よび損失 に関 して遅延認識する点において共通 している。

FASBが コリ ドア(corridor:回 廊)の 幅 を設け,コ リ ドアの幅 を超えな

い限 り,保 険数理上の利得お よび損失 を認識 しないことを結論づけた1つ の

理由として,次 のパラグラフが参考 になろう。少 し長いが示す ことにす る。

「FASBは 仮定が長年 にわたっての実績の正確 な見積であるのであれば,

ある年度の利得 または損失 は,後 の年度の損失 または利得 によって相殺 され

ることを指摘 した。そのような状況においては,す べての利得および損失 は

時の経過 とともに相殺 され,未 認識利得および損失の償却は不要 となるであ

ろう。 しか しなが ら,FASBは 仮定 に固有 な不確実性 により相殺するよりも

む しろ増加する利得お よび損失の発生が起こ りうることを懸念 し,利 得お よ

び損失 を完全に無視すべ きではない と結論づけた。実績が年金制度の最終的
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な純費用 を決定するであろう。 したがって,FASBは 少 な くとも純未認識利

得 または損失が相当になった時には,あ る償却が要求 されるべ きであると結

論づけた。FASBは また未認識利得 または損失の償却 は現在の積立および過

去の会計実務の一部であると指摘 した。」(par.184)

コ リドアの合理性は,保 険数理上の利得お よび損失 は経済状況の変化だけ

ではなく,見 積の正確 さか ら生 じるものであ り,そ のような利得および損失

は時の経過 につれて,互 いに相殺 されることになる,あ るいは相殺 される機

会があるというものである。 したがって,保 険数理上の利得および損失 をそ

れ らが発生 した会計期間の純期 間年金費用の要素 として,す べ て認識するこ

とに合理性が見出せないのである。

未認識利得お よび損失の償却 を行 うか否か を決定づける判断基準 となるの

は,コ リ ドアの幅であるが,幅 の決定 は理論的に根拠づけられた ものではな

い。ただ し,保 険数理上 の利得 お よび損失の償却はPBO(予 測給付債務)

と制度資産の市場連動価値の変動に関する ものであるため,そ れらに関連づ
18)

け て,期 首 時 点 で のPBOと 制 度 資 産 の市 場 連 動 価 値 の い ず れか大 きい方 の

10%と い うコ リ ドアの 幅 を設 け た の で あ る(pars.32 ,188)。

3.保 険数理計算における2つ の修正計算

3-1FAS87号 お よびIAS19号

IAS19号 に お け る保 険 数 理 上 の 利 得 お よ び損 失 の 会計 処 理 は,原 則 的 に

FAS87号 と同様 の処 理 を規 定 して い る。 す なわち,企 業 は前 期 末現 在 にお け

る 未 認 識 保 険 数 理 上 の 累 積 利 得 お よ び 損 失 の 純 額(netcumulative

unrecognizedactuarialgainsandlosses)が 次 の大 きい ほ うの 金 額 を超 過 す

る場 合 には,保 険 数 理 上 の利 得 お よび損 失 の 一部 を収益 または費用 と して認

識 しな けれ ばな らない と してい る。(a)当 該 日(前 期 末)現 在 の 給 付 建 債 務

の現 在 価 値(制 度 資 産 控 除前)の10%,お よ び(b)当 該 日現 在(前 期 末)
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現在 で制度 資産が あればその10%(par.92)。

IASCが1996年10月 に発 表 した公 開 草 案E54「 従 業 員 給 付 」 の 中 で,コ リ

ドアの 幅 につ い て は10%に 設 定 され てお り,FAS87号 の考 えが 踏 襲 され て い
ゆ

る。しか しなが ら,コ リ ドアの幅を超過 した場合には,保 険数理上の利得お

よび損失 を遅延認識するのではな く,即 時に認識することだけを企業 に求め
ヨ　　

る規定が もりこまれていた(par.89)。 結果的に工AS19号 ではこの規定は採

用 されなかったが,理 事会は即時認識 アプローチに関心 を寄せていたことも

事実である。こうした中で即時認識 アプローチ を採用 しなかった理由は,財

務業績 に関する種々の議論が未解決なことか ら時期尚早であると理事会が判
21)

断 したか らである。

注意すべ きは,保 険数理上の利得および損失の処理に関 して,IASI9号 で

は全面的にFAS87号(コ リ ドア ・アプローチ,最 小償却方法)の 会計処理 を

踏襲 していない とい うことである。 コリドアの幅を超過す る部分 に対 してだ

けではなく,コ リドアの幅の内部 をも認識する方法 を容認 している。すなわ

ち,利 得お よび損失の双方 に同一の方法 を適用すること,継 続適用すること

ぞ}
を条件 として,例 えば,次 のような方法 も認め られていると解釈がで きよつ。

① 利得お よび損失 を従業員の平均残存勤務期 間にわたって遅延認識す

る。

② 利得および損失 を全額即時認識する。

③ コリ ドアの幅を超過 した利得お よび損失額を即時認識する。

④ コリドアの幅の内部 に収 まった利得お よび損失額 に対 しては遅延認識

し,コ リ ドアの幅 を超過 した額 は即時認識する。

ただ し,現 在の世界経済の状況を垣間みても明らかな とお り,利 得お よび

損失 を当該会計期 間に即時 に認識す る企業が多数存在する とは考 えられな

い。特 に保険数理上の損失 に関 しては,時 の経過につれて将来発生するか も

しれない利得 と互いに相殺 されることを期待 して遅延認識するのが,当 面の

企業の会計行動 となろう。
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3-2「 退職給付会計基準」 における重要性基準

これまで検討 して きたIAS19号 で使用 されている保険数理上の利得お よび

損失,FAS87号 での利得お よび損失 なる用語は,「 退職給付会計基準」では
23'.

数理計算上の差異 と呼ばれているが,そ の内容 は同一である。 「退職給付会

計基準」(-6)に よれば,数 理計算上の差異 とは,年 金資産の期待運用収

益 と実際の運用成果 との差異,退 職給付債務の数理計算に用いた見積数値 と

実績 との差異及び見積数値の変更等により発生 した差異 をい う。

「退職給付会計基準」では数埋計算上の差異の処理に関 し,コ リドア ・ア

プローチが採用 されず,重 要性基準 という判断基準が採 り入れ られている。

1997年10月 に開催 された企業会計審議会の企業年金部会 において,遅 延認識
24j

について検討 されているが,ど の ような経緯を経 て,重 要 性基準が作 り出

されたかについては公表 されていない。

重要性基準 とは,基 礎率等の計算基礎 に重要な変動が生 じない場合 には計

算基礎を変更 しない等計算基礎の決定にあたって合理的な範囲で重要性 によ

る判断を認 める方法である(「退職給付会計基準」前文四3)。 これを受けて,

「実務指針」では退職給付債務 に重要な影響 を及ぼす と判断 した場合 には,

退職給付債務の再計算が必要であることが明記 されている(第18項)。 すな

わち,重 要性基準 とは退職給付債務の再計算が必要であるか否かを判断する

基準(今 福,2000,105頁)で ある といえる。

しか しなが ら,こ の重要性基準の解釈が誤解 されている傾向が一部 にみら

れる。例 えば,日 本会計研究学会(2002,101-102頁)で は,重 要性基準 に
お 　

ついて,次 のように記述 されている。

1日本基準(重 要性基準一引用者注)で は,僅 少 な数理計算差異 について

は特に会計処理 を行 う必要はないが ,重 要な金額 に至った場合 には差額の全

体(コ リ ド0ル 部分 を含 む)を 償却 していかなければな らない。」

数理計算上の差異は,原 則 として,各 期の発生額について平均残存勤務期

間以 内に一定 の年数で毎期按分 費用処理 しなけれ ばな らないのであ って
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(「退職給付会計基準」三2(4)),そ の発生金額の大小 によ り,会 計処理が

変更 される ものではない。ここでいう 「原則 として」 とは,原 則的に当期の

発生額 を 「定額法」 により償却す る方法であるこ とを示 した ものであ り,
コち　

「定率法」による償却 も認めるとい うことを含意する ものである(注 解9,1)。

したがって,重 要性基準 を 「企業会計原則」での重要性の原則 と混同しては

ならない。

コリ ドア ・アプロ0チ は基礎率を勘案 して毎期末時点において,累 積未認

識純利得お よび損失 を厳密 に計算す るのに対 して,「 退職給付会計基準」で

採 り入れられている重要性基準は前期末 と比較 して期末の基礎率 により,退

職給付債務の金額が10%以 上変動するなどの状況である と推定 されない限

りf退 職給付債務を再計算する必要はない。

4.総 合建設会社における数理計算上の差異

数理計算上の差異は発生年度の翌期 より費用処理することが認め られてい

る(「 退職給付 会計基準」注解9,2)。 わが国における大半の企業 は,翌 期

より費用処理す るすることを選択 したため,2002年3月 期決算 において,未

認識数理計算上の差異 に関 して初めての償却が行われ,そ の償却額は年金費

用の一部 を構成 したことになる。

図表1は 主要な総合建設会社の数理計算上の差異に関するデータを有価証

券報告書よ りまとめたものである。なお,2002年3月 期の数理計算上の差異

発生額 は,次 の関係式から算出 している。

2002年3月 期未認識数理計算上の差異残高=2001年3月 期未認識数理計算

上の差異一2002年3月 期償却額+2002年3月 期発生額
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図 表12001年3月 期 お よ び2002年3月 期 の デ ー タ 単位 百万円

2001年3月 期 2002年3月 期

企業名
退職給付債務

年金資産
数理計算上の差異発生額

退職給付債務

年金資産
数理計算上の差異発生額

数理計算上の
差異償却額

大成建設
201,177

11,549

201,149

ユ00,298 5,380
22,817 16,313

137,022 148,916

大林組 61,385 07,053 781
6,959 5,244

161,334 178,714

清水建設 78,557 83,669 △88

△889 1S,031

24,277 24,044

飛島建設* 8,529 5,193 185
1,436 4,017

フ ジ タ*
52,023

11,640
47,048

8,084 297
2,972 1,335

長谷工 コー 46,323 54,893
ボ レ ー シ ョ 33,122 31,655 562
ン* 7,750 9,733

329,958 347,833
鹿島建設 209,674 197,070 3,6SS

36,634 31,262

29,393 29,378
西松建設 12,520 12,700 117

1,175 862

住友建設(注)
29,569

7,°52

30,528

7,245 33

5a9 1,949

前田建設
工業

9a,7!9

45,945

11,723

94,361
43,587

16,646

786

32,736 33,540
間組* 10,069 10.07 64

898 25

東急建設
28,703

6059

28,393

7,2Q3 80

807 △174

*債 権放棄を受けた企業。(注)2003年4月 に三井建 設と合併 した。
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図表1か ら2002年3月 期 における総合建設会社12社 の数理計算上の差異償

却額 を合算すると総合計額は118億8,500万 円 となる。なお,清 水建設1社 の

みが数理計算上の差異の費用処理 に関 して,費 用 の減額処理が行われてい

る。

図表2は 上記のデー一タをもとにFAS87号,IAS19号 に準拠 して,保 険数理
ヨゐ

上の利得お よび損失(数 理計算上の差異)の 償却額 を算出 した ものである。

図表22000年 度 期首 デ ータおよ びコ リ ドア ・アプローチに よ る償 却額 単 位:百 万 円

企業名
予測給付債務

[期首]

制度資産の

市場連動価値

[期首]

10%の

コ リ ドア

累積未認識

純利得
または損失

[期首ユ

最小償却額

[償却年数]

大成建設 2a1,177 1」.1,549 20,118 22,817 270[10]

大林組 137,022 61,385 13,702 6,959 oClob

清水建設 161,334 78,557 16,133 △889 oClod

飛島建設 24,277 5,529 2,428 x,436 0[10]

フ ジ タ 52,023 11,640 5,202 2,972 0[10ユ

長谷工 46,323 33,122 4,632 7.75 208[15]

鹿島建設 329,958 209,674 32,996 36,634 364[10]

西松建設 29,393 12,520 2,939 1,178 oClo)

住友建設 29,569 7,852 2,957 509 Q[15]

前田建設工業 90,718 45,945 9,072 11,723 17715]

間組 32,736 la,069 3,274 898 0[14]

東急建設 28,703 6,059 2,870 807 oClo'

2002年3月 期 にお け る総 合 建 設 会 社12社 の 数 理 計 算 上 の差 異 償 却 額 を コ リ

ドア ・ア プローチ に よ り算 出 したな らば,償 却 額 の 総 合 計 は10億1,900万 円
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となった。結果的に8社 の企業において,未 認識純損失(未 認識数理計算上

の差異)の 額が コリ ドアの幅を超過 しないことか ら,2002年3月 期決算では,

仮 にFAS87号,IAS19号 に準拠 してコリ ドア ・アプローチが採用 されていた

とす るならば,大 林組,清 水建設,飛 島建設,フ ジタ,西 松建設,住 友建設 ,

間組,東 急建設の各企業が保険数理上の利得お よび損失(数 理計算上の差異)

の償却 を要 しないことが判明 した。

5.結 語

IASCは 公 開草案E54の 中で,保 険数理上の利得 お よび損失 を即時に認識

す る規定 を提示 していた ものの,IAS19号 では原則的にFAS87号 で採用 され

ているコリドア ・アプローチ,最 小償却方法の考 えを踏襲 している。今後,

IASB(IASC)が 即時認識 を推奨する規定 を採用する場合 には,保 険数理上

の利得および損失が相殺 し合 う合理的な機会 を奪 うこととなることか ら,そ

の機会喪失 をどの ように埋論的に説明 し得るかが検討すべ き課題 となるであ

ろう。

わが国の総合建設会社12社 における2002年3月 期のデー タをもとに,「 退職

給付会計基準」に準拠 して数理計算上の差異 を算出 した結果xコ リ ドア ・ア

プローチによ り算出 した場合 よりもその償却額が10倍 に及ぶ ことが判明 し

た。 したがって,2002年3月 期決算だけを考慮するならば,「 退職給付会計

基準」は数理計算上の差異償却額 による影響 を回避す るよりも,む しろその

まま受け入れるとい う結果が得 られた。ただ し,将 来,割 引率等の変更が必

然的に行われることを考えるならば,コ リ ドア ・アプローチによ り算出 した
ヨ　　

方がその影響 は大 きくなることが予想 される。なお,会 計実務上,企 業は未

認識数理計算上の差異 を毎期正確 に算出するためにも日本公認会計士協会が

「実務指針」の中で掲載 しているワークシー トの作成に熟知することが肝要
29)

であ ろ う。
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注

1)「 退 職 給付 会 計 基 準 」 が 国際 的 調和 化,年 金財 政 の積 立 不 足 の 透 明化 の み を

目的 と して設 定 され た わ け で は ない とい う論 拠 に つ い て,詳 細 に論 じた もの

と して,今 福(1999)(2000,第2章)参 照 。 な お,ア メ リカ 基 準 の 追 随 で

あ る とい う論 調 に よ り異 議 を唱 え る見 解 と して,田 中(2000)参 照 。

2)1,000億 円 を超 え る 会計 基 準 変 更 時 差 異 の 償 却 額 を計 上 した企 業 例 につ い て

は,伊 藤(2003,20頁)参 照 。 ま た,2001年3月 期 決 算 にお い て ,企 業 行 動

の観 点 か ら,会 計 基 準 変 更 時 差 異 の償 却 期 間 の 選択 につ い て考 察 した もの と

して,挽(2003)参 照 。

3)2003年3月 期 決 算 に お い て,基 礎 率 を厳 格 に選 択 して い る企 業 と してr割 引

率1.7%,期 待 運 用 収 益 率1.7%の 住 友 化 学 工 業,割 引 率2.0%,期 待 運 用 収 益

率0.0%の ヤ マ ト運輸 をあ げ る こ とが で きる 。

4)Hicks,E.L,(1965),AccourLt2rzgfor〃zθCastofPensionPlans,Accounting

ResearchStudyNo.B.

5)AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants(19G6},Accounting

PrinciplesBoard,APBOpinionNo.8,、4000z粥 孟祝gプbγtheCostofPeraszo72

Plans.

6)FinancialAccountingStandardsBoard(1981),DiscussionMemorandum,

Employers'AccountingforPens20nsandOther」Po5直 θ卿 五卿 盟 θ?z古Bθπ〔撰 孟5.

7}FinancialAccountingStandardsBoard(1982},PreliminaryViews ,

Empl・hers'ノ1… 翻 ②η9/orPensionsand伽erP・stempl・ymerntBerzef2ts .

8)InternationalAccountingStandardsCommittee(ユ998) ,international

AccountingStandardNo.19(revised),EmployeeBenefits.

9}FinancialAccountingStandardsBoard(1985b},StatementofFinancial

AccountingStandardsNo.87,Employers'AccourLtzrzgforPerzsions .

10)保 険 数 理 上 の 利 得 お よ び 損 失 が 年 金 制 度 の 運 営 お よ び 事 業 主 の 営 業 と 直 接

関 係 の な い 単 一 の 発 生 源 に 起 因 す る 場 合 に は,即 時 に 認 識 す べ きで あ る と し

て い る 。 そ の 例 と し て,工 場 の 閉 鎖,吸 収 合 併(持 分 プ ー リ ン グ の 会 計 処 理

の 場 合 は 除 く)が あ げ られ て い る(par.31)。

11)AICPA(1968,Part1-5).

12)会 計 基 準 の 設 定 主 体 がAPBか らFASBに 受 け 継 が れ た ば か りで な く}こ の 間,

年 金 制 度,そ の 給 付 額 が 大 幅 に 増 大 す る な ど年 金 会 計 を 取 り巻 く環 境 は 一 変
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した 。 特 に1974年 のERISA(従 業 員 退 職 所 得 保 障 法)の 制 定 は 従 業 員 の 受 給

権 の 保 護 と い う 法 律 上 重 要 な 環 境 の 変 化 を も た ら す も の で あ っ た と い え る 。

PBGC(年 金 給 付 保 証 公 社)の 創 設 はERISA第4編,給 付 保 険 制 度 に 関 し て

の 管 理 ・運 営 目 的 の た め で あ る 。

13)AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants(1971),Accounting

PrinciplesBoard,APBOpinionNo.20,.4σoo初?痂 ηgαzα πgθ5.

14)FASB(1982),par.2.

15)FinancialAccountingStandardsBoard(1985a),ExposureDraft,Proposed

StatementofFinancialAccountingStandards,Employers'Accountingfor

Perzszorzs.

16)FASB(1985a)SummaryofMajorChangesfromOpinionSandPreliminary

Views.

17)FAS87号 で は,従 来 使 用 して きたactuarialgainsandlossesと い う用 語 を単

にgainsandlossesと して使 用 して い るが,そ の内容 は 同一 で あ る 。

18)市 場 連 動 価 値(market-relatedvalue)と は,公 正 価 値 また は5年 を超 え ない

期 間 の 公 正 価 値 の 変 動 を系 統 的,合 理 的 方 法 に よ り認 識 して計 算 され た価 値

をい う。 期 待 運 用 収 益 率 と市場 連 動 価 値 が 利 用 され る こ と に よ り,制 度 資 産

の 運用 収益 の 変 動 性 を 回避 す る効 果 が あ る。

19)E54とIAS19号(revised)の 比 較 検 討 に つ い て は,今 福(1998)参 照 。

20)も っ と も,FAS87号 で はa次 の 条 件 を満 た す 場 合,即 時 認 識 も認 め ら れ て

い る(AmbleandCasse1,1986,Q&A33)。(a)即 時 認 識 の継 続 的 適 用 。(b)即

時 認 識 をす べ て の利 得 お よび損 失 に適 用 す る こ と。(c)即 時 認 識 で あ る 旨 を

開 示 す る こ と。 な お,IAS19号(revised)も 同 様 の 規 定 を設 け て い る

{par.93}0

21)当 面 次 の 問 題 点 が 指 摘 され た とい う(工AS19,Appendix3,par.41)。 ⑦ 財 務 業

績 には 資 本 の部 で 直 接 認 識 さ れ る項 目 を 含 む か 否 か,② あ る項 目 を損 益 計 算

書 で 認 識 す る か ま た は資 本 の部 で 直 接 認 識 す る か を決 定 す る概 念 上 の 基 礎,

③ 保 険 数 理 上 の 累 積 損 失 の 純 額 を資 本 の部 で 直 接 認 識 せ ず に,損 益 計 算 書 で

認 識 す べ きか否 か,④ 最 初 に資 本 の 部 で報 告 され た項 目は,後 に損 益 計 算 書

で報 告 さ れ るべ きか 否 か 。 なお,イ ギ リス の 会計 基 準 審 議 会(ASB)が1998

年 に公 表 した討 議 資 料 「年 金 コス ト会 計 の諸 側 面 」 とIAS19号(revised)と

を詳 細 に比 較 した もの と して は,今 福(2001,第9章)参 照 。

22)こ れ を裏 付 け る根 拠 と して は,IAS19号(revised),ApPendix3,par.38参
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照。

23)な お,保 険数理 上の利 得お よび損 失 と数理計算上の差異 とは,会 計 的性格

は異 なってい る。 これ についての詳細は今福(2000,108-109頁)参 照 。

24)企 業会計審議 会第6回 企業年 金部会議事 要 旨に よれば,遅 延認識 につい て,

次 の よ うな見解 が検討 されてい る。①ある程度 ヴォラテ ィリテ ィ(ボ ラテ ィ

リテ ィ,引 用者 注)が 収敏 してい けば,実 務 的 には遅 延認識 と回廊 ア プロー

チに大 きな違いは生 じないのではないか。②遅延認識 には会社が任意 に償却

できるようになって しまうのではないか とい う問題があ り,回 廊 アプ ローチ

では回廊 を超 え るまでは全 く認識 しないが超 えたら即時認識 とい うの も極端

なのではないか。

25)同 様 の見解 と して は,次 を参照。「数 理計算 上の差異 に重要性が乏 しければ,

それ らは長期平均 的 に相殺 されるであろうから,な ん ら特 別 な会計 処理 は必

要 とされない。 しか し重要 な差異が生 じたときは,会 計 上で の対処 が必 要 と

なる。」(井 上,1999,112頁)。

26)な お,発 生額 の全額 を毎期継続 して処 理することも認め られている(「 退職

給付 会計基準」前文 四3)。

27)コ リ ドア ・ア プ ローチ に よる償却 計算 については,Kiesoetal.(2001,

p.!136)が 参考 になろう。

28)実 務 の観 点 か ら もコ リ ドア ・アプ ローチを採用 した場合,毎 期厳 密 に数理

計 算上 の差異 を算定することが必要になるので,負 担が大 きい とい う指摘 が

み られ る(小 林,1999,82頁)。

29)記 録 と報告 が分 離 して しま う リス クについてs井 尻 は警 鐘 を鳴 らしてい る

(2000,12-13頁)参 照。
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